
琵琶湖の水位低下等に関する現状および今後の対応について(報告) 

琵琶湖の現状 （令和5年12月12日午前６時 時点） 

○水  位 ：B.S.L.－70ｃｍ ※平年値 B.S.L.－３8ｃｍ 

○降水量 ： 9月の琵琶湖流域平均降水量109ｍｍ ※平年値 204ｍｍ 

 （累計）  １0月の琵琶湖流域平均降水量107ｍｍ ※平年値 142ｍｍ 

１1月の琵琶湖流域平均降水量 97ｍｍ ※平年値  98ｍｍ 

12月の琵琶湖流域平均降水量 21ｍｍ ※平年値 125ｍｍ 

これまでの経緯と今後の対応 ※今後の水位はおおよその目安 

10月25日 B.S.L.－49ｃｍ： 水位低下による影響調査開始 

11月14日 B.S.L.－6０ｃｍ： 水位低下抑制のための対応を国に要望 

11月27日 B.S.L.－６５ｃｍ： 水位低下連絡調整会議（議長：土木交通部長） 

                     影響調査開始 

12月５日             影響調査結果公表 

〇月〇日   B.S.L.－７５ｃｍ以下 ： 渇水対策本部設置（本部長：副知事） 

〇月〇日   B.S.L.－９０ｃｍ程度 ： 国主催の琵琶湖・淀川渇水対策会議において 

取水制限等を検討 

水位低下に伴う状況調査結果について（概要） 

○社会面 ： 船舶の航行障害、港湾施設の機能障害、漁業への支障、等 

○環境面 ： 干陸化(水際線の後退)、水草の浮遊・漂着 

 ※詳細は別添「水位低下に伴う状況調査結果について」参照 

土木交通・警察・企業常任委員会資料９ 

令 和 ５ 年 ( 2 0 2 3 年 ) 1 2 月 1 4 日 

土木交通部 流域政策局 広域河川政策室

↑12/1～11 累計 
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（参考）

  〇水位低下連絡調整会議 

構成：土木交通部長を議長とし、担当課長等43名で構成 

役割：水位低下による諸影響の状況調査を開始し、情報収集に努める 

  〇渇水対策本部 

構成：土木交通部を担任する副知事を本部長とし、本部員として担当部長等 12

名、専門部員として担当課長等36名で構成 

役割：水位低下による諸影響の状況調査を引き続き実施するとともに、さらに綿

密な情報収集に努め、国・水資源機構へ早急な対応を求めるべき 事項

や県・市町等で対応が必要となる事項等を取りまとめ、迅速かつ機動的

な活動を展開する 
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水位（cm）

月日

夏季制限水位
-20cm（6/16～8/31）
-30cm（9/1～10/15）

常時満水位 +30cm（10/16～6/15）

琵琶湖水位の状況について（R5.12.12現在）

過去の渇水年と
同じ水位傾向の場合

直近の水位低下傾向
が続いた場合

※1 平年値：H5～R4平均値
※2 渇水年平均値：水位低下連絡調整会議設置年の平均値
※3 利水のために利用できる最低の水位

12月12日

－70cm

令和５年度

-38cm

-65cm

渇水対策本部設置

過去最低水位（H6.9.15）

-150cm

+30cm

±0cm

-90cm

常時満水位

水位低下連絡調整会議設置

-75cm

取水制限の検討（過去実績）

-123cm

利用低水位※3

琵琶湖基準水位

12.12時点 平年値（H5～R4平均値）

4/1
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近年の渇水状況

年度 最低水位

 第1次  第2次  第3次

－123㎝ －94ｃｍ －108ｃｍ －116ｃｍ

(H6.9.15)

(過去最低水位)

－94㎝

(H7.12.23、24) － － －

－69㎝

(H9.11.14) － － －

－68㎝

(H12.1.9) － － －

－97㎝ －95ｃｍ

(H12.9.10) － －

－99㎝ －94ｃｍ

(H14.10.29～11.1) － －

－78㎝

(H17.12.5) － － －

－66㎝

(H18.11.19) － － －

－65㎝

(H19.12.4) － － －

－69㎝

(R3.11.27) － － －

平成17年度

（渇水対策本部設置）

平成18年度

(水位低下
連絡調整会議設置)

平成19年度

(水位低下
連絡調整会議設置)

令和3年度

(水位低下
連絡調整会議設置)

平成 9年度

(水位低下
連絡調整会議設置)

平成11年度

(水位低下
連絡調整会議設置)

平成12年度

（渇水対策本部設置） ○

平成14年度

（渇水対策本部設置） ○

取水制限実績

平成6年度

（渇水対策本部設置） ○ ○ ○

平成7年度

（渇水対策本部設置）
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